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1
．　問題 の 背景 と問題設定

　本稿 は戦後 日本に お け る高卒学歴 の持 つ 意味
ω

の 変化 を明 らか に す る 。

　日本 に お け る高卒学歴 の価値は ， 高校教育が拡大す る前に は相対的に 高い と認識

され て い た 。 しか し ， 高校進学率が上 昇 し， 高校 へ 行 くこ とが 当た り前に な る と
，

高卒学歴の 価値 は下落 し ， 高卒学歴そ の もの が持 つ 意味 も変容 して い っ た。 こ の 高

卒学歴 の意味の 変容に 関して ， 教育社会学が これ まで 注 目して きた の は ， 大学 区制

度 の 下で進行 した格差構造の 成立 に つ い て で あ っ た 。 それ らの 研究で は
， 高校教育

拡大以前 に は
， 高卒学歴の 有無 自体が 持 っ て い た 差異が ， 様々 な学科タイ プや入 試

難易度 ラ ンク に よ る差異 に ， 取 っ て 替 わ っ た こ とが広 く指摘 さ れ て きた （例 えば，

中西 ほ か 　1997， 荒牧　2000， 苅谷 　2001な ど）。 これ らの 研究は ， ア メ リカ の ハ イ

ス ク ール 制度 を もとに して成立 した戦後 日本の 高校 教育制度 が ， 結局 ， 全 く違 う形

の 制度 を確立 した こ とを明 らか に して きた点で ， 大 きな意義 を持 っ て きた 。

　だ が ， 教育社会学 は ， 「高卒学歴 の持 つ 意味そ れ 自体が どの よ うに 変遷 した の か 」

と い う問 い に つ い て は ， 実は十分 に 検討 して こ なか っ た 。 特に 高等学校進学率が 大

き く拡大 した 時期以前 と以後で は， 高卒学歴 自体 が持 っ て い る意味が 具体的 に どの

よう に違 っ た の か と い う問題 に つ い て は， 断片的 に 言及 して い る もの の ， 十分 に 明

らか に して きて は い ない 。結果的 に ， 戦後期の 高卒学歴 に 関 して ， 依拠す るデータ

を持た ず に不明確に した ま ま， 書 き手 ・読 み手 が それ ぞれ の戦後 の イ メージ を持 っ

て
， 各時代 の 学歴の 意味や価値 を， な ん とな く了解す る とい う事態が 生 じて い る

 
。
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　 もち ろ ん ， これ ら の 問題 が 十分 に検討さ れて こ な か っ た 背景 に は ， 佐藤 （2000）

や吉川 （2005）が 指摘 す る よ うに ， 分析に耐 え うる階層や職業 に 関す るデータは ，

ある程度の 時 を経な い と確定で きない こ とが ある 。 しか し現在で は， 新制高校の拡

大期 と そ の 後の 時期 も含め て
， ラ イ フ コ ース 全体 を視野 に入れ て ， 高卒学歴の 意味

を捉 え る デ ータは
一

通 り存在 して い る 。 よ っ て ， 現在 に お い て こそ ， 高卒学歴 の 意

味の 変遷 を探求 し， 高卒学歴の 時代 ご との 意味区分 を行 っ て い くこ とは， 戦後 日本

社会 を振 り返 る上 で不可欠な基礎作業 とい え る 。

　以上 の 問題の 背景 を踏 まえて ， 本稿 は高卒学歴 の 意味が ，
い つ ， ど の よ うに 変化

した の か に つ い て ， 新制の 高卒男性 を対象に した検 討 を行 う。 特 に ， 戦後 日本の 高

校教育拡大期前後 に 着目し ， 「人 々 が高卒学歴 を どの よ うに 位置付 け て い たの か」と

い う主観的意味 と 「高卒学歴が どの よ うな機能 を果た し ， 入々 に どの よ うな効用 を

もた ら した か」 とい う客観的意味 の 2 点か ら高卒学歴 の もつ 意味 の 変遷 を明 らか に

す る 。

2
．　 先行研 究の 検討

　 もち ろん
， 高卒学歴の 意味に つ い て ， 先行研究が 全 く触れ て こ なか っ た訳で は な

い
。 そ の 点 を整理 しよ う 。

　周知 の よ うに ， 日本の 高校進学率 は戦後高度経済成長期 に大 き く上 昇 した 。 図 1

に 示さ れ る よ うに ， 1955年に は 51％だ っ た進学率が 75年に は約92％に まで 増加 して

い る 。 この 時期 は ， 就 業構造 も大 き く変化 した 時期で ある 。 具体的 に は農業従事者

が急減 し ， ブル ーカ ラー
雇用者 が急増 した 。 そ して

，
こ の変化 に対応 して ， 図 1 の

棒 グ ラ フ の よ うに ， 高卒の ブル ーカ ラ ーが増大 し，
ホ ワ イ トカ ラ

ーが顕著 に減少 し

て きた と
， 先行研究に お い て 説明 さ れ て き た （苅谷　2001

， 橋本　2003）。

　中西 らは，
ベ ビ ーブ ーム （以下 BB と略）世代 の 高校入学 に よ る変化 に 注目 して ，

高校進学率上昇期に お ける高校の変容 を次の よ うに 整理 して い る。 まず ， 高校入学

時点で の 入 り口 の 「ふ るい 分 け」の 必要性が 生 ま れ ， 選抜制度導入 の 契機が もた ら

され た 。 そ して BB 対策で増設 され た高校定員の 拡大 に よ っ て ，
　BB 以 後 の世代 で は

高校進学機会が 高 ま り， 進学率 は急速 に．ヒ昇 した 。 それ はまた ， 高校入 学者の さ ら

な る学力分散 を もた ら し ， 高校 間の差異化 ＝ 序列化 を促進 した。そ して ， 高校 聞の

差異 化 ＝ 序列 化 と出身階層 ・階級が対応 した こ と に よ り， 階層 ・階級の 固定化が生

じた （中西 ほか 　1997）。
こ の 格差が 固定化す る状 況 を高等教育進学機会 の観点 か ら

考察 した荒牧は ， Shavitと Blossfe】d （1993） らが 行 っ た国 際比 較研 究 を引 き なが
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　　　　　　　 図 1　 高卒者 （男子 ）の職業 と進学率

（％ ）
100．090

． 

80．070

，060

， 

50．040

．030

．020

，010

．00

．0

ら， 「学校制度 の発達 に と もな っ て まずは絶対的な水準で の格差が 広が り，
そ れ が縮

小に 転 じ る と ， 今度 は相対的な水準 で従来の 格差構造 を維持す る よ うに 動 い て い く

とい うパ ター ン 」（荒牧　2000， p．34）に よ っ て ， 日本の 高等学校 をめ ぐる格差が 「行

っ た人 と行か なか っ た人 と の差」か ら 「行 っ た 人 の 中の格差」へ と変貌 して きた こ

とを明 らか に して い る 。

　日本の 高校教育の 拡大 に つ い て 見 て きた以 上 の検討 を踏 まえれ ば ， 教育拡大 に よ

っ て ， 結果的 に そ こで 果 た す学歴の 意味が 変容す る こ とは容易 に 推測 さ れ る 。 だが ，

高校教育拡大過程の 最中， 人々 の 高卒学歴 に対 す る主観的認識が ， い つ ， どの よ う

に変容 したの か 。 そ して 高校教育拡大過程 の前後で ， 実際 に高卒学歴 を経 由 して 達

成 して きた地 位 ， す なわ ち 客観的 に測定 し うる価値 はい か な る変容 を遂 げた の か と

い う問い は ， 依然， 検討の 余地 を残 して い る 。 例 えば ， 人々 の 高卒学歴 を経 由 した

地位達成の 変容 に関す る問い は ， 先述 した橋本 （2003）にお い て 論 じ られ て い る も

の の ， 初職時点 まで の 検討 の た め ， そ の後 の 地位達成に つ い て は十分 に 触れ られ て

い ない
。

　高卒学歴 を通 じた 地位達成 の 変容 と高卒学歴の 主観的認識 の両者 を組 み 込んだ 数

少 ない 手がか りを与 え る研究 と して ， 本 田 （2005）が挙げられ る 。 本田 は高卒就職

者 の手記な ど を用 い た ミク ロ で 定性的な観点か ら ， 高卒就職者本人が 認知 して い た

高卒学歴取 得 に よ る見返 りの なか っ た状況 を高校進学率上昇期の 高卒就職者の コ ン
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フ リク トとして描 き出 して い る （本 田　2005
， pp ．53−77）。 本田の 定性的資料 に基 づ

い た コ ン フ リク トの 記述 は ， 定量 的な資料 に対 して も ， 解釈の指針を与え る もの で

ある 。 しか し なが ら
， 資料の 性格 か ら， 高卒就職直後数年程度の 検討 しか 行われて

い な い 点で
， 高卒者 の 「そ の 後の 展開」 に つ い て

， 検討の 余地 を残 して い る 。

　「そ の 後の 展開」に つ い て ， 岩井 （2000）は95年 SSM デ ータ を用 い
， 高卒者の 職

業 キ ャ リア形成 に つ い て 検討 し， 「職業の ラダー
に お け る高校卒の 位置の低下」 （岩

井　2000
， p．205）を 1955か ら64年生 コ ーホ ー トに 見 出して い る 。 ただ し ， 岩井 は 1950

か ら54年生 の コ ー ホ ー トを除 くこ と に よ っ て ， その 前後の 高卒学歴の 特徴 を導出 し

て い る た め ， 高卒学歴の 意味の 変化 に 明確 な 区切 りを入 れ る こ とを試み る と い う本

稿 の 問題意識 と は そ ぐわ ない と い う難点が あ る 。 本稿で は ， 岩井の 知見 は参照 し っ

っ も， 主観的認識 と客観 的効用 の二 側 面 か ら新た な意味区分 の作業 を行 う。

　 この作業は， ア メ リカ の事例を踏 まえ る と ， 以下の よ うに捉 え る こ と もで き る 。

ア メ リカ の ハ イス ク ール 制度は 日本に 先ん じて
， 拡大した 。 具体的に は ，

ハ イス ク

ール 入学率 は 1930年代初頭 に50％に 達 し ， 1960年に は約90％ に達 して い る 。 第二 次

世界大戦前の ア メ リカ の ハ イス クール の 拡大過程 に お け る高卒学歴効用 の予見 とそ

の 後 の 現実の 関係 に つ い て は ， 苅谷 が 渉猟 ・ 整理 して い る 。 そ れ に よ る と
， 直接的

な学歴の 見返 りが ど う見 えた の か を示 す 資料 はなか っ た と しなが ら も， 苅谷 は経済

史学者 の Goldinらの 研 究を引 く こ と に よ っ て ， 間接 的 に 教 育 に プ レ ミ ア （pre −

mium ）が あ っ た こ とを明 らか に して い る （苅谷　2004）
〔31

。

一
方 ， 戦後に 引 き続い た

ハ イ ス クール の 拡大 に よ っ て ， 高卒学 歴取得が 「個人 の 『マ ーケ ッ ト ・シ ェ ア』 を

守 るの に 必要 な防衛 的支 出 （defensive　expenditure ）」 （Thurow 　l972
，
　p．　79．） とな

り， 経済的な見返 りが 少 な くな っ た こ とが Thurow に よ り明 らか に さ れ て い る 。 結

局 ， 高卒学歴が拡大期に どう見 えた の か 。 そ して ，
い つ

， どの よ うに高卒学歴の プ

レ ミアが 防衛的支 出へ と変化 した の か
一

言い 換 えれ ば ，
い つ

，
どの よ うに 「高校

へ 行 っ た ら得をす る」状況か ら 「高校 へ 行か な い と損をす る」状況 へ と変化 したの

か は， ア メ リカ の事例 を見て も， それ ほ ど明確に な っ て い な い
。 こ の 点 を踏 ま えれ

ば， 本稿 の 問い は ， プレ ミアか ら防衛的支出 へ と変容 して い っ た 高卒学歴の 意味 を，

戦後 日本 を事例 と し て 主観／客観の 両面か ら明 らか に す る 試み で ある と も言 え よう。

3
．　 分析枠組 と方法

3．1． 「学歴の 意味」の 把 握方法

　本稿 で は ， 学歴の 意味を問  「人々 が 高卒学歴 を どの ように位置付 けて い た の か」
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と い う主観的意味 と問  「高卒学歴が どの よ うな機能 を果た し ， 人 々 に ど の よ うな

効 用 を もた らしたか 」 とい う客観 的意味 の 2 つ の 側面か ら明 らか に して い く。 そ し

て ， これ らの 高卒学歴 の 意味 を図 2 の よ うなモ デル で 把握す る。 高卒学歴 を経由し

た 見通 しを立 て ， 実際に 学歴を取得 し ， 初職 に就 き ， その後の キ ャ リア形成 に至 る

と い う流れ として 高卒学歴 をめ ぐる人々 の 意思決定や行動 を想定す る 。 す なわ ち ，

一
般 に人々 は ， 高校進学前 （時） に 「高校 を出た ら，

こ ん な職業に 就 こ う ・就 きた

い 」 と思 っ て進学 を し ， そ して 高校卒業後就職 し ， 職業生活 を送 っ て い っ た と考 え

る 。 この うち ， 前半部分 「高卒学歴 を経由 した 見通 し ・期待 の形 成 の さ れ方」 と い

う， い わば高校 学歴 をめ ぐる人 々 の認識 を扱 っ た 部分を問  「高卒学歴 に 対 して人々

が与 え る主観的 意味」 と し て 捉 え る 。 また後半部分 ， 実際の 職業キ ャ リア に お い て

高卒学歴 が果 た した機能 を問  「客観的に 高卒学歴取得が もた らした意味」 と して

捉 え る 。 以上 の よ うに 学歴 の 意味 を提示 した 上 で ， 本稿で は こ れ らの 学歴 の 意味が

世代 間で どの よ うに 異な っ て い た の か と い う こ と を検討す る こ と に よ り ， 学歴の 意

味の 変遷 を把握 して い く。 図 2 で い え ば ， 先行 す るA 世代 と B 世代の 「主観的意味」

と 「客観的意味 」 を ， 比 較す る とい う方法 を と る
〔4）

。

　 また ， 問  に 関して は ， 明記 すべ き前提が あ る 。 それ は ， 図 2 の B 世代の 「目」

か ら示 され る矢印の よ うに ， 「人々 は お そ ら く自分 よ り前の世代 （＝ A 世代）で の経

験 ， もし くは それ に基 づ く漠然 と した イ メ ージ を手 が か りに
， 学校教育 の 意味づ け

を し て い る」 と想定 して い る こ とで ある 。

・ ・代 欝 雛蹴 高鑼 取・→ 初職　

．．．一
・・ヲ

B 世 代

　　　　　ムゴ
“

高卒轣 を細 した 解 轣 取得＿レ 撒 ＿ ■ ■ 鑿蠡蘯生
　 通 し ・期待形成

〈←   学歴 の 主観的意味 →〉　　　　　 ＜←一一一一   学歴 の 客観的意 味
一 一→

　　　　　　　 図 2　 学歴 の 主観 的意味 と客観 的意味

　この 問  ，   の 主観／客観 の両面 の問 い を把握す る こ とに よ り， 学歴 を通 じ た希

望職業 と実際の 見返 りの 関係が大 き く変化 した時代 が い つ で あ っ た の か
，

そ して ，

そ の 変化が どの よ うな もの で あ っ た か を明 らか にす る 。
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3．2． 世代 区 分

　上 記の 問 い を検討する に 当た り， 重要 に な っ て くるの は い か に して 世代 を分 ける

か とい う こ とで あ る 。 本稿 で は ， 高校進学率の上 昇 して い る時期 を65％を境 に 二 つ

に 区切 っ て 「上昇前期」 と 「上昇 後期」 とし ， 進学率が 9 割 を超 えた 時期 を 「高原

期」 とす る 3 つ の 世代 に分 け て分析をお こ な っ て い く。 区切 りは生年で い う と46年

と47年の 間 ， 及び 56年 と57年 の 間に それ ぞれ入 れ られ るが ，
こ の よ うに 区分 す るの

は次の よ うな 3 つ の理 由か らで ある 。

　第 1 に ， 産業構 造の 変化が挙 げ られ る 。 図 1 に示 され る よ うに ， 高卒 の ホ ワ イ ト

カ ラ
ー

へ の 就職 は ， 65， 6 年の 値 を境 に減少 して い る 。
こ の た め

，
こ の 時期に 高校

を卒業 する人 々 か ら ， 高卒学歴 の主観／客観 の 意味の 変容 が起 きる こ とが予測 され

る。第 2 に ， 第 1 の 要因 と関連す るが
， 高校進学者の 増加 が65％を超 えるあた りか

ら人 々 の認識 の変容が お き始め て い る と い う指摘が あ る こ とが挙 げ られ る
。 例 えぼ，

本 田 は ， 1960年代 半ば頃に ， プル ーカ ラー
給源が 中卒か ら高卒 に 切 り替わ る企業の

論理 を明 らか に して い る （本田　2005
， pp．　54−58）。 第 3 に ， 人 口 学的要因が 挙 げ ら

れ る 。 1947年か ら 1956年 まで の 時期 は47年か ら49年 まで の 「ベ ビー ブ ーム （baby

boom ：赤 ち ゃ ん 好況）」 とその 後の 急速 な 出生 率 の 低下 に よ る 「ベ ビ ーバ ー ス ト

（baby　bust：赤 ち ゃ ん不況）」と い う大きな人 口 変動期 と して見 る こ とが で き る （阿

藤 2000， pp ．96−97）。 それ に対 して ， 46年以 前 は ， 「多産 少死世代」（阿藤 2000
，

pp．　90， 96）， 57年以降は 「少産少死世代」と して ， 人 口統計上 ， 安定 した 数値で推

移 して い る
｛5）

。 表 1 に そ れぞ れ の 世代の 生 年お よ び 高校卒業 時の 西 暦， 高校進 学率 ，

そ して SSM の 各調査年 に お け る該 当年齢 に つ い て ま とめ て い る
。

表 1　 分析 に 用 い る世代 の 特徴

世代 生 年 高 校 卒業 時 高校 進 学率
調査時点 に お け る年齢

65年 75年 85年 95年

．ヒ昇前期 〜1946年 〜1965年 65％ 以 下 20〜 29〜 39〜 49〜

上 昇後期 47〜56年 66〜75年 66〜88％ 2 〜2829 〜3839 〜48

高原期 57年〜 76年〜 89％以 上 20〜28 〜38

3．3． デ ー タと変数

　本稿 は SSM （「社会階 層 と社会 移動」）データの 再分析を行 う。 問  「高卒学歴 に

対 し て人 々 が 与 え る主観 的意味 」で は ， 学歴 と職業 の希望 を尋ね て い る75年データ

（男性 ：有効 回答数 2724）を用 い る 。 具体 的に は ， 75年データ に お け る 「義務教育最
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戦後日本にお ける高卒学歴の意味の変遷

終年に お い て 行 き た か っ た学校段階 」及 び 「義務教育最終年 に お い て な りた か っ た

職業」の 変数 を用い る 。 問  「高卒学歴取得が もた らす客観的 に測定 さ れ る意味」

で は ， 初職後の キ ャ リ ア形成 を明 らか に 出来 るデータ として ， 65年 （男性 ：有効 回

答数 2158）， 75年，
85年 A （男性 ：有効 回答数1239）， 95年 A （男性 ：有効 回答数 1248）

の 各年の データ に お け る 「現在 の 職業」， 「現在 の収入 」の 変数 を分析 に用 い る 。 職

業 も収入 も 4 つ に 区分 した もの を用い る 。

　本稿で 用 い る職業分類 は
， 国勢調査分類 に対 応 した 「SSM 職業分類」 を もと に

再 カ テ ゴ リー化 した もの で ある 。 具体的に は， 次 の よ うに分 類 した 。 区分 は ， 対象

時期 の 『学校基本調査』 との 区分の 整合性 を保 つ ように 配慮 して い る 。

　 ・ 専門 ・ 技術 ・事務 ： SSM 職業分類で ，
1 専門 ・ 技術 ， 2 管理 ， 3事務 の者

　 ・販 売
・サ ー ビ ス 　 ：同分類で ， 4販売 ， 5 サー ビ ス

，
6 保安の 者

　 ・農業　　　　　　：同分類で ， 7農業 の者

　 ・ 生産工程 ・労務　：同分類 で ， 8運輸 ・ 通信か ら15労務作業 まで の者
〔6）

収入 の 分類 は問  に お い ての み分析 に用 い る た め ， 5．3．に て ， 詳述 す る 。

　なお ， 75年まで の 調査が 男性 の み を対象に した もの で ある こ とよ り， 分析 を一
貫

させ るた め ， 85年， 95年に お い て も， 男性 サ ン プル を対象と した検討 を行 っ て い る 。

その うち新制学歴保持者を分析 の対 象 とす る 。

　以上の データ と変数 を用 い て
， 問  「高卒学歴 に対 して 人 々 が 与 え る主観的意味」

の 検討及び初職就職 までの 分 析 を4．で 行 う。 さ らに ， 問  「高卒学 歴取 得が もた ら

した客観的意味 」を5．で行 い
， 両者の 関係 を 6．に て考察 ・ 議論す る 。

4 ．　 間  　高卒学歴 の 主観 的意味の 検討

4．1． 課題の 明確化

　本章で は ， 各時代に 高卒学歴が どの よ うな職業経路 に至 る道筋 と して 捉 え られ て

い た の か ， そ して 実際 に どの よ うな初職 に就 い た の か に つ い て ， 75年 SSM データ を

用 い た 検討 を行 う。

　既 に苅谷 （2001）が 75年 SSM デ ー タを用 い た検討を行 っ て い る 。 苅谷 は戦後 日本

に お い て ， 農民層の 解体 と中等教育の 急速 な拡大が 同時に 進行 し， 「（農民層の ）他

の 職業 へ の移動が大量 に生 じた時期 に ， 中等教育 とい う移動の 手段が提供 され た」

（苅谷　2001， p．49）こ とを明 らか に して い る 。 そ して ， 戦後日本の 農民層の 解体過

程に お け る進学者の 教 育ア ス ピ レ ーシ ョ ン と職業ア ス ピ レ ーシ ョ ン の 関係 を出身階
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層別 に 次 の よう に整理 して い る 。 す なわ ち ， 農業 出身者 の 学校教育 を通 じた 「雇用

者の世界に お い て 不利に な らない 程度の 「さ さ や か な 』期待」 と マ ニ ュ アル 出身者

の 「高い 職業的地位へ の 接近 」の 期待の 階層差が 36年生 まれ以降の世代で 生 じ， 農

業出身者が高校進学率の 上 昇 を支 えた と述 べ て い る （苅谷　2001， p ．49）。

　しか しなが ら ，
こ の 苅谷の 分析は い くつ か の 手続 き上 の問題点 を含 んで い る 。 特

に 大 きな 問題 点 は ， 上 述の 知見 を導 出す る上 で 最 も重 要な役割 を果 た し て い る表 1

−11 （苅谷 　2001， p．48）に お い て ， 「高校以．ヒの 教育 を受 けた い 」 と思 っ て い る者

を分析の 対象 と して い る こ とで あ る 。
こ の よ うに分析対象 を絞 る こ とに よ り， 高校

希望者 とそれ よ り上 の 高等教育希望 者が 一
緒 に分析 され て い るが

， 当時の 状況を鑑

み る と， 「高校 まで 」と 「高校 よ り上 の 高等教育 」との 間で 意識が分 か れ る時代で あ

る可能性は否定で きない
〔7）

。 そ こ で ， 苅谷 （2001）の表 1　−11と異な り， 新制高等学

校希望者の み （高等教育希望者 は含 ま な い ） を分析の 対象 と した の が 表 2  
で あ る 。

　 こ の表 で 示 され る重 要 な ポ イ ン トは 2 点ある 。 第 1 に ， 農業 を継 が ずに
， 高校経

由で 雇用者に な る ル ー
トが受容 され て い る か 否か と い う点で ，

26年か ら35年生 コ
ー

ホー トと36年か ら45年生 コ
ー

ホ
ー

トと の 間に 明確 な差異が ある こ とで あ る 。
こ こ か

ら， 農民層 の解体 と同時並 行 して ， 高卒学歴を経由 して被雇用者 に な るル ー トが 1936

年生以 降の世代に お い て 確立 して きた こ とは指摘 で き る 。 第 2 に ， 36年以 降の 2 コ

ーホー トで は ， 農業出身者が農業 を希望する傾 向が ある こ と以外は ， 出身階層に よ

る差異を は っ き りと見 る こ と はで き ない
 

。 す なわ ち ， 高卒学歴 を通 じて ， どの よ う

な被雇用者 に な る か と い う見通 しは ， 出身階層に かか わ らず ， それ ほ ど変わ らなか

っ た と い う こ とが で き よ う
ao

。

表 2　 義務教育最終年時 に 新制吉校 の 教育を受 け た い と思 っ て い た者 の

　　　希望 職業 （父職 ・生年 コ ー
ホ

ー ト別 ・ SSM75 男性）

出生 年
職業希望

父 　職 ケ ース 数
専 門 管 理 事務 販 売 マ ニ ュ ア ル 農業

農業 9．1％ 23．6％ 38．2％ 29，1％ 55
1946−55 マ ニ ュ アル 22．7 30．3 40、9 6．1 66

ノ ン マ ニ ュ アル 17．1 31．7 46．3 4，9 41

農業 1δ．7 25．ヨ 30．8 25．3 91

1936−45 マ ニ ュ アル 28．9 15，6 53．3 2．2 45
ノ ン マ ニ ュ ア ル 20．0 383 33．3 8．3 6 

農業  ．0 17，9 17．9 64．3 28

1926−35 マ ニ ュ ア ル 0．0 53．3 40．0 6．7 15

ノ ン マ ニ ュ ア ル 27．3 54，5 1呂．2 O．0 11
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戦後 B 本における高卒学歴の意味の変遷

　 この 点 を踏 ま えて ， 本章で は次の 2 つ の 課題 を明 らか に す る。 第 1 に ， 人 々 に 受

容 さ れ る よ うに な っ た高卒学歴 を通 じて 被雇用者に な るル ー トの 見通 しが
， 戦後，

特 に 高校進学率上 昇期 に ， どの よ うに変化 した の か また は しな か っ た の か とい う問

題で あ る 。 第 2 に ， 人々 は ， 高卒学歴 を経て ， どの よ うな雇用者 に な っ た の か ， ま

た 見通 し と どの よ うな同異が あ っ た の か と い う問題で あ る 。

4．2． 高卒 学歴 に 対 す る 主観的意味 と高卒学歴 を経 た 初職の 検 討

　人々 は高卒学歴 を通 じて ， どの よ うな職業的地位達成 を図ろ うと したの だ ろ うか
。

こ の 点 を ， 希望教育段階の変化 ， 希望職 業の 変化， 初職の 大 き く分 けて 3点か ら検

討 して み よ う。

　表 3 は ， 生年 コ ーホ ー トと希望教育段 階 をク ロ ス した結果で あ る 。 上 昇前期 と上

昇後期で は ， 希望な しが約19ポ イ ン ト減 り ， それ に比 して ， 高等学校 まで と答 え る

者が 約 6 ポ イン ト， 高等教育希望者 が約13ポ イ ン ト増加 して い る。
こ の た め ， 全 体

の 学歴希望の 上昇傾 向が は っ き り見 られ る 。 高卒希望者の 内実も こ の 変化の 影響を

受けて い る と見 る の が妥 当で あ ろ う。

　だ が ， 表 4 に 示 され る よ うに ， 高卒希望者 の 希望 職種 は上 昇前期 と上 昇後 期 で は ，

有意 な差 は 見 られ な い
。

つ ま り， 高校進学率の 上昇過程に お い て ， 人 々 の 教育希望

が 全体的 に高 ま っ た
一

方で ， 高卒学歴 を通 じて な りた い とす る職業希望が 変化 しな

か っ た こ とが 明 らか に なる 。 よ っ て ， 高校卒業後 に待 ち受 ける職業構造や 産業構造

が大 き く変動 して い る時期 で あ っ た に もか か わ らず， 進学率の上 昇過程に お い て ，

人々 の教育ル ー トを経 た キ ャ リア 達成 へ の 認識 は なか なか 変動 して こ なか っ た と言

え る 。 進学率上昇の 最終局面 に お い て も， 人々 は それ以前 と変わ らぬ 学校を経 由 し

た職業希望 を持 っ て い た こ とが この データ か ら示唆 さ れ る 。

表 3　 世代別　希望教育段階 （％）

上 昇 前期 上昇後期

希望 な し

高校 まで

高等教育以 上

31．236
．532
．3

12．642
．245
．1

ケー
ス 数 （1178） （587）

x2 （d，f，）＝74．854 （2）　 pく ．001

衰 4　 世代 別　希望職種　　（％）

上昇前期 1二昇後期

専門 ・技術 ・事務

販売 ・サ ービ ス

生 産工 程 ・労務

農業

わ か らな い

24，912

．122

．312

．32B

．4

28，811

．12

  ．69

．130

，5

ケ ース 数 （422） （2431

x2 （d．f．）＝2．929（4＞　 p ＝．570
注）　 希望教育段階で 「（新制）高校 ま で 」 と回答

　 した ケ
ー

ス の み
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　高学歴 化 す る人 々 の 教育 希望 と世代間で 変 わ らぬ 職業希望 は何 を もた らす だ ろ う

か 。 結果 と して
， 当初 の 見通 し どお りの 職業に就け な い こ とは十分に 生 じ うる 。 図

3の よ うに ， 上 昇前期 と上昇後期で は， 高卒就職者 の初職 の構成が大 き く異な っ て

い る。 注 目す べ きは専門
・技術

・
事務の ホ ワ イ トカ ラ

ー
層の減少 と生産工 程 ・労務

の ブル ーカ ラー層 の 増加で あ る 。 高校進学者の職業希望 と比較 す る と， 特 に ホ ワ イ

トカ ラーで希望 との 乖離が明確 に な っ て い る。 上 昇前期 で ホ ワ イ トカ ラー
に就職 し

たの は33．3％ （希望36．4％  
）で あ る が ， 上昇後期 に は 19．0％ （希望35．8％）と大 き

く減少 して い る 。

一
方 ， 希望 と相違 して ブル ーカ ラ ーに参入 す る者 は ， 大 き く増加

して い る 。

（％）

60．050

，040

．030

．020

．OlO

．00

，0

51．6

37．033

．3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20．6
20．3

19，0
9．4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8．8

上 昇前期

（N・＝403）
ヒ昇後期

（N − 306）

　 　　 　　 　 κ
2
（d．f．）＝21．836（3＞　p ＜ ．OO1

＋ 専 門　技 術　事務　一〇一販 売 ・サービ ス

＋ 生産工 程 ・労務　　→ ← 農 業

図 3 世代別　初職の 職種構成 （高卒者 ・75年 SSM ）

　上 昇後期の 人 々 が 高卒就職 した頃 ， 高卒 ブル ーカ ラ ーが 中卒ブル ーカ ラーや高卒

事務職 ・技術職 との 問の コ ン フ リク トを起 こ し なが ら代替 して い っ た と本田 （2005）

が述 べ て い る 。 こ の 指摘 を参照 すれ ば， 上昇後期 にお い て は ， 高卒学歴 を取得 しな

が ら ， 希望通 りの 初職 に 到達で きな い 現実 に 直面 して
， 期待 はずれ の 地位達成に 対

す る挫折感 を増幅 さ せ た 可能性 も十分 に予測 され る 。 以上で 明 らか に して きた高卒

学歴者が直面 した世代間の 初職到達の 違 い は， そ の 後の キ ャ リア まで維持 され つ づ

けた の だ ろ うか 。 次章で は
，

こ の 問題 を検討す る こ と を試み る。
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5
．　問   ：高卒学歴 の 客観的 意味の検 討

5．1． 「そ の 後の 展 開」の 把握

　本章 で は ， 初 職後の 「そ の後 の 展開」 を職業 ， 収入 とい う 2 つ の 点か ら検討す る 。

そ の 際職業 ， 収 入の 指標 として 各調査 時点で の 現職 の 職業 お よび個人収入 を用 い る。

「その 後 の展開」と し て 2 つ の変数 に着目す る の は ， どの よ うな職業に つ けた の か と

い うこ との み な らず ， 収入 ， すなわ ち 経済的な地位達 成が い か に 行 わ れ た の か とい

う こ と も初職後の 「展開」 と して 重要 な要素 だ と考 える か らで あ る 。 収入 に 関す る

データ は各調 査時点の み に つ い て 得 られ る 。

一
般的に年齢の 上昇 と と もに 収入 は上

昇す る傾向 に ある た め ， 単
一

年度 の調査 で は若 い 世代 の収入 が どう して も低 くな っ

て し ま う。 そ の た め 本稿 で は ， 各調査 年 の収入 データ の分 布 を世代 ご とに 比較 す る

と い う方法 を と る 。 また 収入 データ との整合性 と い う点か ら ， 職業は ， 各調査年に

お け る現職 を用 い る方が妥 当で ある と判断 した 。 したが っ て 本章で は ， 個々 人 の キ

ャ リア形成 と い うミク ロ な観点 よ り， やや広 めの ， あ る世代 に属す る人 々 に と っ て

可能で あ っ ただ ろ う職業キ ャ リア の範 囲 ， 構造の 世代間比較 を行 っ て い くこ と に な

る 。

5．2． 職業構 造 の 比較

表 5 は ， 世代 ご との 各調査 年 に お け る 「現在 の 職業」 の構成 を示 して い る 。 調 査

が 実施 さ れ て い る の は 10年 ご とで あ るが ，
コ

ー
ホ

ー
トの 区分は 10年 間隔 で はな い た

め ， 年齢 と対応 した厳密 な比較 に は な らな い
。 しか しこ の比 較か らで も ， お お よそ

の 傾向は つ か む こ とが で きる 。

　各世代 の特徴 を把握 して い こ う。 上昇前期 の特徴 として ， どの 調査年で も専門 ・

技術 ・事務 と い うホ ワイ トカ ラー比率が 3 割か ら 4 割程度存在す る こ とが 挙げ られ

る 。 65年 の 時点で は ， 生産工 程 ・労務職 とい うブル ーカ ラー職 に つ い て い た人 の比

率が約 4 割 と最 も高い もの の ， 3 分の 1 の人 々 が専 門 ・技術 ・事務職 とい うホ ワ イ

トカ ラー
職 に つ い てい た 。 75年 に は ，

ホ ワ イ トカ ラ ー職の 比率が ブル ーカ ラ
ー比 率

を上回 る よ うに なる 。 85年に は再 び ブル ーカラ ー
職 の 比 率が若干上 昇す るが

，
ホ ワ

イ トカ ラー職 とブ ル ーカ ラ ー職の 差 は 95年 に は縮小 し ， ほぼ 同率に な っ て い る 。 し

た が っ て ， 上 昇前期で は職業 キ ャ リアの 初期の 時点か ら ， 専門 ・ 技術 ・ 事務職 とい

うホ ワ イ トカ ラ ー職 に就 く者 が比 較的多 い と い う構造 をその まま維持 し続 けた と い

う こ とが で き る 。
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表 5　 世代別 ・ 調査年 別　現職の 構成 　 （％）

上 昇前 期

65年　　75年　　85年　　95年

専門
・
技術

・
事務

販売 ・サービ ス

生 産 工 程
・
労務

農業

33．2　　　　40．5　　　35．6　　　　36．5
21．6　　　　19．5　　　　20．7　　　　20．1
40．2　　　　34．4　　　　39．4　　　　36．5
5．0　　　　　5，6　　　　　4，3　　　　　6．9

ケ
ー

ス 数 （259）　　　（395）　　　（208）　　　（159）

上 昇後期

75年　　85年 　　95年

専門
・
技術

・
事務

販 売 ・サービ ス

生 産 工 程
・
労務

農業

21．5　　 30．9　　 33．9
20．5　 　 17．1　 　 23．0
47．2　 　 48．7　 　 38，5
10．9　 　　 3．3　 　 　4．6

ケ
ー

ス 数 （303）　 （152）　 （174）

高原 期

85年　　95年

専門
・
技術

・
事務

販売 ・サ
ービ ス

生 産 工 程
・
労務

農業

23．8　　 260
27．4　 　 18．5
48．8　 　 54．3
0 ． 　 　 1．2

ケ
ー

ス 数 （84）　 （173）

　上 昇後期 で は ど うだ ろ うか 。 75年で約 2割だ っ た専門 ・ 技 術 ・ 事務職 の比 率は ，

85年で 約 3割 に まで 上 昇 し， 95年 に も同 じ もし くは若干高 めの 水 準 を維持 して い る。

一
方 ， 生産工程 ・ 労務職の 75年 ， 85年 に お け る比 率 は 5 割近 くで ある もの の 95年 に

は約 4 割に まで 減 少 して い る 。 また 95年 に は販 売 ・サ ー ビ ス 職 の 比率 も若 干で あ る

が増加 して い る 。
こ の 世代 で は ブル ー

カ ラ
ー

職だ っ た もの が ， 何 らか の 形 で その 他

の職 へ 移動 して い っ た と考 え られ る 。

　高原期に つ い て は ， 2時点の 比較 しか行 えな い が ， 95年に は販売 ・ サ ービ ス職 が

減少 し ， 専門
・
技術

・
事務職 と生産工 程

・
労務職 の 両者が若干上 昇 して い る。 若年

期の 職業構成の 維持 とい う上昇前期 で 確認 され た傾向 も ， 生 産工 程か らその 他の 職

へ の 移動 と い う上昇後期で 確認 され た傾向 も，
こ の世代で は見 出せ な い

。

5．3． 収入 の 比 較

　次 に収入 の 変化 に つ い て 検討 して い こ う。 収入 変数の 操作 に関 して は ， 各調査年

に お け る全 調査対 象者 の収入 を低い 方 か ら並べ
， お お よ そ 25％ ずつ 各階級 に入 る よ

うに再カ テ ゴ リ
ー

化 し ， 上 位か ら第 1階級 と した 。 もち ろ ん ， 調査年 に よ っ て 収入

を尋 ね る際の 区分が大 き く異 な っ て お り ， 全 体の 分布の 仕方 も異 な っ て い るた め ，
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表 6　 世代別 ・調 査年別　収入 の分布　　（％）

上 昇前期

階級 65年　　　75年　　　85年　 　　95年

111mW 8．4　　　　　　15．1　　　　　　39、4　　　　　　43、8

28．5　　　　　　37．5　　　　　　37，2　　　　　　21．0
46．4　　　　　　39．3　　　　　　17，0　　　　　　24．7
16，7　　　　　　　8、2　　　　　　　6．4　　　　　　10、5

ケー
ス 数 （239）　　　　　（392）　　　　　（188）　　　　　（162＞

上昇後期

階級 75年　　　85年　　 　95年

111mW 2，0　　 　 9，5　 　 　 40 ．9

8，9　　　 25，7　　　 29．9
57，6　　 　 46，6　 　 　 21、3
31，5　 　　 18．2　 　　 　 7．9

ケース 数 （302）　　 （1481　　 （164）

高原 期

階級 85年　　　95年

111

皿

W

2．4　 　　 　 4．7

3．6　　　 23．3
38．6　　　 53．5
55．4　　　 娼 ．6

ケー
ス 数 （83）　　 （172）

あ る カ テ ゴ リーに 多 くの ケ ー
ス が集中して しまい

， 調査年 に よ っ て あ る階級 に あ て

は ま る率に相違が ある こ と に は留意が必要で あ る
an

。

　生年 コ ーホ ー トご とに収入 の推移 を示 した の が表 6 で あ る 。 どの 世代 で も最 も若

い 時期 に は年収 が低 く， 年 を経 る に つ れ て 徐々 に上 昇 して い く傾向が あ る こ とが見

て とれ よ う。 し か し なが ら， どの 程度の 上 昇で きた の か と い う点 は世代 間で 異な っ

て い る 。 上昇前期 で は ， 第 1階級 に含 まれ る人 の 比 率が ， 65年の 8．4％か ら75年の 15．

1％ ， そ して 85年の 39．4％ と着実 に上 昇 し ， 20代 か ら30代 ， 30代か ら40代 と収入 が上

昇す る層が拡 大傾 向に あ っ た と い え る 。

　．ヒ昇後期で は ， 75年 ， 85年の 時点 で は 10％に満 たな か っ た第 工階級 の比 率が 95年

に急上昇 して 4割 に まで 到達 して い る 。 上 昇前期 と比較す る と， 立 ち上 が りは緩 や

か だが
， 後か らの 「巻 き返 し」が生 じ て い る と い うこ と もで き る 。 95年の 上 昇前期

と上 昇後期の 分布が ほ ぼ同様で あ る こ とを鑑 み て も， お そ ら く収入 の 上 昇 は50代到

達前 に打 ち止 め に な っ て い た と考 え られ る 。

　高原期 に 目を向 けて み る と ， それ以前の 世代 と比較 して ， 若年期の 分布 が下方 に

偏 っ て い る傾 向が見 て 取れ る 。 95年 に は 中位層 へ の シ フ トが生 じて い る もの の ， そ

の 程度 は上昇後期 と比較 して も小 さ くな っ て い る よ うで あ る 。
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　したが っ て
， 収入 に 関 して も年齢 と ともに早期 に上 昇 した上昇前期 ， キ ャ リア初

期の 上昇 は抑 え られ て い た もの の ， そ の後に 「巻 き返 し」た上昇後期 ， そ して 上 昇

の 程度がや や低め な高原期 とい う特徴が指摘で き る。

5．4． なぜ 「巻 き返 し」が可 能 だ っ た の か

　こ こ までの 分析で ， 上 昇後期の 世代で は ， キ ャ リア形成途中で その 前の世代 と同

様の 職業的 ・ 経済的達成が構造 的に は可能に な っ て い た こ とが示 され た 。 この よ う

な 「巻 き返 し」 を可能 に した の は何な の か と い う疑問が 出て くる 。
こ れ に は少 な く

とも 2 つ の 理 由が 考え られ る 。

一
つ は ，

こ の世代が 「終身雇用制」 と呼ばれ た 長期

雇用 や年功序列型 賃金 制度 を柱 とす る 「日本的雇用慣行」の 恩恵 を受 け ，

一
つ の 企

業の 中で ， 職 業的 に も経済的に も上昇 移動 を伴 う よ うな キ ャ リア 形 成 をす る こ とが

可能 だ っ た か らだ とい うもの で あ る 。 もう一
つ の 理 由 と して 考 え られ る の は 自営層

へ の 移動 で あ る 。 自営層が一
つ の 到達 階層 と して 存在 して お り （原 ・盛 山　1999），

ブル ーカラー就職者に とっ て ， 中小 ・ 零細企 業の 経営者 に な る こ とが一
つ の ゴ ール

，

成 功 モ デ ル で あ っ た こ とは ，
つ と に 指 摘 さ れ て き た こ と で あ る （今 田　1983

な ど）
 

。 これ ら 2 つ の理 由に つ い て検討す るた め ， 調査年， 世代 ご と に最初の企業

へ の 勤続率 と， 現職 自営率
（14

を見た の が
， 表 7 で ある 。

表 7　 最初の 企業へ の 勤続率 と現職 自営率（世代 別 ・調査年別 ） （％）

上 昇前期 L昇後期 高原期

65年 75年 85年 95年 75年 跖 年 95年 85年 95年

最初 の 企業 へ の 勤続率 56．236 ，937 ．418 ，  58．540 ．637 ．35L ．234 ．5

ケー
ス 数 （210＞ （350） （163） （139） （272） （133） （15ω （80） （165）

現職 自営率 22．028 ．431 ．137 ．721 ．821 ．631 ．011 ．817 ．7

ケ
ー

ス 数 （259＞ （398） （209） （159） （303） （153） （174〕 （85） （175）

注）　 最初 の 企 業 へ の 勤続 に つ い て は，初職 が 被雇用 者の 者 の み。

　最初の 企 業 へ の 勤続率か ら確認 して い こ う。 ど の 世代 に お い て も ， 調査年が 新 し

くな る と勤続率 は 低 くなるが ， 4 割前後で 停滞 して い る。上昇後期 の 世代に つ い て

は ， 95年 の 最初 の 企業 へ の勤続率が 18％ と際立 っ て 低い が ，
これ は定年退 職や 50代

で の 出向， 転籍 な ど の 影響 を受 けた もの だ と考え られ る。 相対的に 良好な キ ャ リア

形成が 可能だ っ た 上昇前期 と比較 して も ， 上 昇後期 の勤続率は同様程度か む しろ高

め の 傾向が 見 られ る。 高原期 の勤続率 は相対 的 に 低 めで あ る。

　自営 へ の移動 と い う点で は ど うだ ろ うか 。 上昇前期 に お ける 自営率は他の 世代に
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比 べ て相対的 に高 く， 調査 年が新 し くな るに つ れ て増加 して い っ て い る 。 上 昇後期

で は ， 95年の 自営率が約 3割 と ， 85年 と比較 して 10 ポイ ン トほ ど高 くな っ て お り ，

中年期以後 ， 自営 へ の 流 出が起 きて い る 可能性が指摘で きる 。 85年の 上 昇前期 と95

年の 上 昇後期 の 自営率 が ほ ぼ 同様 の 数値で あ る こ とか ら も ， 構造上 は前の 世代 と似

た よ うな傾向 に あ る こ とが わ か る 。 高原期 に お い て は ， その 前の 世代 と比較 して い

ずれ の 調査年 に お い て も全体 的に 自営率が低 めで あ り，
この 世代で の 自営業へ の参

入傾 向は低か っ た と捉 え られ る
 

。

　上昇後期 の世代 に 関 して整理す る と ， 最初の企業へ の 勤続 と い う点に つ い て は そ

の 前の 世代 と 同様程度 の 水準 で あ り， そ して 自営へ の流 出とい う点 に つ い て も少な

くと も95年時点で は 前の世代 と同程度の 水準で あ っ た とい え る。 もち ろ ん こ れ らの

分析か ら， 上昇後期で は
一

社 内で の キャ リア形成 を した り， 自営へ 移動 した りする

こ とで ， 上昇移動 が可能 に な っ て い た と結論づ け るの は早急 で あ り ， よ り詳細 な分

析が要求 され る 。 しか し ， 少な くと も， 相対的 に高 い 職業的， 経済的位置 に あ っ た

前の 世代 とほ ぼ 同様の 構造的な条件 は備 えられ て い た と見 る こ と はで きるだ ろ う。

6
．　 まと め と考察

　主観 と客観の側面か ら見た 「高卒学歴」の 持つ 意味 は以下の よ うに ま とめ られ る 。

す なわ ち希望職業 とい う当事者が 抱 い て い た主観的意味 に変化 は なか っ た が （4．2前

半）， 初職 （4．2後半）， 現職 （5．2）， そ して 収入 （5．3） に よ っ て 測定され る客観的

意味は進学率の 上 昇後期 を契機 に変化 した ， と 。

　上 昇後期の 世代で は， 取得 した い と思 っ て い た 学歴段階の 上 方へ の シ フ トが確認

され ， 実際の 高校進学率 もほ ぼ天 井 まで上昇 した 。 しか し上昇前期 と上昇後期 の 高

卒希望 者の 希望職種の構成に は 変化が な く， 高止 ま りの 状態
一

すなわ ち 多 くの 者

が ホ ワ イ トカ ラー
職 を希望 す る とい う状 態

一
が 続 い て い た 。 これ らの 点が問  の

前半部分か ら得 られた知 見で あ る。

　に もか か わ らず ， 初職 と して ホ ワ イ トカ ラー職 に 就 けた者 は 上昇後期の 世代で は

大 き く減 少 し ， 代 わ りに ブル ーカ ラ ー職 へ 就 く者が 増加 した 。 結果 と して ， 上 昇後

期 の世代で は ， 当初希望 して い た職業に 就 けなか っ た人 が ， そ の 前の 世代 と比較 し

て ， 相 当程度存在 して い た と推測 され る。本 田 （2005）が ミ ク ロ な コ ン フ リク ト と

して描 き出 した ような ， 想定 して い た初職に 就 け ない と い う現実を前 に ， 「期待 は ず

れ」感 を抱い た可能性 も十分 に考え られ る 。
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　 しか し， 職業 キ ャ リア の構造 を見 る と ， 職業 の点 で も収入 の 点 で も ， 上 昇後期で

は中年期まで に巻 き返 しが で きた可能性が 問  の検討か ら示唆 さ れ た 。 初職時の 「期

待外れ」感が キ ャ リア を重 ね るうち に相 当程度軽減 され た と見 る こ とが で きよ う。

高原期 に 関 して は ， データの 制約 もあるが ， そ れ以前の コ
ー

ホ
ー トと比較する と，

上 昇の 程度が低め に 抑え られ こ とが 予見 され る 。
こ の世代が 中年期以降 ，

い か なる

キ ャ リア形 成を した か 明 らか にす るに は ， 今後の調査 が待た れ る 。

　なお 「期待 はずれ 」に終わ っ た か に 見 えた上昇後期が ， 「その 後の 展開」で 「巻 き

返 した」の は ，

一
社 内で の キ ャ リア 形成 と自営へ の流出 と い う 2 つ の 点か ら説明で

き る可能性 が示 され た 。 玄 田 は団塊の 世代前後 で 生 じた長期雇用化 に関 して ，
こ の

世代の 就職期が 高度経済成長期 に あた り， その 後 の転職 する時期 が低成長期で ， よ

りよい 転職 をす る こ とが 相対的に 難 しか っ た た め に生 じた現象で ある と述べ て い る 。

そ して ， 「長期雇用 そ の もの が ， 戦後の 日本 の 高度成長 とそ の 後の 低成長 に よ っ て
一

時的 に生 み 出さ れ た現象 と考 える 方が 妥当」 （玄田 　2005， p。56）と論 じて い る 。 そ

うだ とする な らば ， 団塊の 世代 を含む上 昇後期の 世代 は ， 歴史の 偶然の 所産 と もい

うべ き結果 に よ っ て 生 じた 「幸運」 な キ ャ リア形成 が可能 だ っ た 世代 と も捉 え られ

よ う
ae

。

　戦後 日本の 高卒学歴 の持 つ 意味 ， 高卒の み な らず同 じ学歴の 持つ 意味や価値が 同

じで はなか っ た とい う こ とに反論の 余地 は ない だ ろ う。 そ れ を前提 と した 上で
， 意

味や 価値が 同 じで な い とす る な らば，

一
体 ど こで 区切 る こ とが 可能 なの か

， 意味や

価値付 けが 決定的 に 違 っ て し ま うの は ど の 時点か らなの か と い う こ とを， 本稿は，

高卒学歴 を対象に 検討 して き た 。 客観的な 意味と い う点か ら考え る と
， 区切 り線は

，

上 昇 前期 と上 昇後期 の 間に 引 くの が 妥当で あ ろ う。なぜ な らば ， 前者は最初か ら相

対的 に恵 まれて い た世代 で あ り， 後者はそ うで は なか っ た世代 だ か らであ る。 しか

し
，

上昇前期 と後期 の 間に 主観的な 意味づ けの 相違 は な い こ と を考慮す る と
， 決定

的な 高卒学歴の 意味 の 変化 は進学率が 上 昇 し きっ た 世代 と の 間 に
，

つ ま り上昇 後期

と高原期 を境 に 起 こ っ た と考 え られ る 。

　急速 に 高校進学率が 上昇 して い く中で
， 人 々 が 高校 とい う学歴 を得る こ とに 対し

て 期待 して い た 「効用 」が
， 高止 ま りの まま変化 しなか っ た とい う問  の 知見 は ，

初職入職 とい う時点か ら見た高卒学歴の プ レ ミアが実質 的に 急激 に 目減 りして い く

中で
， 人々 の 意識 ・認識は それ を後追い す る こ と しか で きず ， 容易に は変化し得な

か っ た と い うこ と を示 して い る。同顧 的な情報に基 づ く とい う留保 は つ くが ，
こ れ

は
， 高学歴化 を もた らす人 々 の 進学をめ ぐる意識 として 特筆す べ き点で あ る。 実質
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的 な学歴取得が大半の 当事者 に とっ て防衛的支出 と して の 意味 しか 持た な くな っ て

い た として も ， 進学 を選択す る人 々 に は， わ ずかで あれ 残 っ て い る プ レ ミア に 賭 け

る とい う心 理 が働 い て い た と考え られ ，
こ れ が 高学歴化の 推進力 とな っ た と見 る こ

と もで き るか らで ある 。

　本稿で は， 戦後 日本 に お い て ， 急拡大 ・急変容 を遂げた 高卒学歴 の 意味の 変遷 を

見 て きた 。 こ の 作業の 中で 明 らか に な っ た以 上 の 知見 は
， 戦後 日本 の 中等教育の 拡

大 を理 解す る上で の基礎的情報で あ るだ けで な く， 更 に
一

般化 を行 っ て い くこ とに

よ っ て ， 教 育拡大 の 社会学理 論 の 深化 に 寄与す る もの で あ る と考 え られ る 。

〈注〉

（1） 「意味」と い う用語 は社会学の 中で も特に議論 の 分か れ る用語で ある事実を踏 ま

　えた上 で ， 本稿 で は ， 学歴が持 っ て い る 「価値」や 「機能」 と い っ た 多様な側面

　を包含す る言葉 と して 「意味」を用 い て い る 。 具体 的に は ， 後述 する 主観的意味／

　客観的意味 の二 点の 変遷 と両者 の 交錯 の様相 を考察対象 と して い る 。

  　こ の 問題 は， 他な らぬ 戦後の 教育 を計量 的手法に よ り， 社会学的分析 を行 お う

　 とす る時 に 露呈 して い る 。 例えば ， 苅谷 （2001） に お い て 学習時間 の 階層差 を明

　 らか に す る上で 独立変数 とな っ た母学歴 の うち ， 特に 1979年 と 1997年の 高卒学歴

　の意味の 違 い を指摘 し，
こ の 点 を論拠に 知見 を出す こ と を中澤 （2003） が戒 めて

　 い る 。 学校教育の 社会的役割 を探求 して きた 教育社会学 は ， 本来 ， こ の よ うな論

　争 に対 して ， 高卒学歴 の 意味の 違 い を示 す典拠 を保持 して い な け れ ばな らな い
。

　に もか か わ らず管見 の 限 り， そ の よ うな典拠が存在 して い る と は言 い が た い
。 本

　稿は上 記 の 状況 に対す る 「基礎作業 」の 試み と して位置付けて い る 。 「基礎作業」

　 とい う考 え方 に つ い て は ， 問題 は必ず し も同 じで はな い が ， 小熊が 戦後を語る基

　本的な言葉 が 混乱 して い る現状 を踏 まえ ， 「もの ご と を論ず る回路 を開 くた めの 基

　礎作業」 （小熊　2002， p，17）と して ， 小 熊 （2002）を著 し た こ と に示唆 を得て い

　 る 。

（3） こ こで Goldinが指す 学歴 の プ レ ミア （premium ）と は
， 学歴取得 に よる収益 率

　 の上 昇分 を指 して い る （例 え ば Goldin　and 　Katz　1999）。 しか し なが ら ， 本稿で

　 は ， プ レ ミア とい う語 を算出可能 な変数 として で はな く， 学歴取得 に よ る 見返 り

　 の あ る状態 を指し示 す言葉 として 用 い て い る。

（4） なお ， 入 手 で き るデー タ の 関係か ら，
二 番 目の 世代が ，

一
つ 前の 世代 まで の 経

　 験か ら ， 高卒学歴 取得に 対 して どの よ うな見通 しを立 て た の か に注 目 して い る 。
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（5） 具体的 に人 口統計 をみ る と， 1956年の 値 は普通出生 率が 18．6， 合計特殊 出生率

　が 2．22で ある 。 普通出生率が 18．6を超 えたの は 1966年の 丙午の 前後の 年 とそ の 後

　の 第 2 次 BB の み で あ り， 合計特殊出生率の 2．22に つ い て は 丙午 の翌年の 1967年

　に 2．23を 記録 し た 以 外 ，
1956年 の 値 を超 え た 年 は な い （厚生 省 『人 口 動 態 統

　 計』）。

  　具体的 に は
， 運輸 ・通信 ， 採掘 ， 製造作業全般 ， 機械 ・電気作業全般， 建設 ，

　労務作業 を指す。 16その他 は欠損値 と して扱 っ た 。

（7） 例 えば世論調査 の再 分析に よ っ て ， 高校 まで の 希望 と大学 まで の 希望が 男子 に

　お い て 大 き く変化 し て きた こ とが 明 らか に され て い る （NHK 放送世論調 査所編

　1982， p．83）。 また表 1 −11の ケース 数で は ， 離農者が増 える はずの 1946年 〜 55年

　生 に お い て
， 農業出身者の 数が急拡大 して い る誤植が再分析 に よ っ て 発見 された 。

　著者に 確認 した と こ ろ ，
156は誤 りで ， 正 し くは 56 との こ とで ある。

（8） 本表 は苅谷 （2001） の再分析 を行 うた め ， 3 ．の もの とは異 な り， 苅谷が 用い

　た 分類 に順 じた 。 SSM 職業分類 で ， 1 ， 2 を専門管理 ， 3 ， 4 を事務販 売 ， 5 ，

　 6
，

7 を マ ＝ ユ アル
， 8 を農業， 9 を欠損値 と し た 。 父職 は， 「マ ニ ュ アル の 『再

　生産』」 （苅谷 　20 1， p．42） を論 じる苅谷の 意図 を汲 み
，

1 か ら 4 を統合して ，

　 ノ ン マ ニ ュ ア ル と した 。

（9） 例 えば
，

46 か ら55年生の コ
ー

ホ ー トに お い て ， 被雇 用者 を希望 した人 々 の み で ，

　X 二 乗値を計算 した とこ ろ ， 2
，
207で あ っ た 。 こ の 値よ り， 自由度 4 の ク ロ ス 表に

　お い て 有意な差 は見 られ ない と判断で き る 。

  　こ の 結果 よ り 「その 後の 展 開」の 階層間格差が あっ た の か とい う疑 問はあ ろ う 。

　だが
， 本稿 は ， 階層研究の 蓄積 を踏 まえなが ら

， 階層 を後景 に 退か せ
， 時間を独

　立変数 に取 る視点に よ っ て ， 戦後 日本の 高卒学歴の 意味の 明確化を試み て い る 。

　こ の 基 礎的作業の 先 に位置つ く階層 を視野 に入 れ た分析は今後の 課題 としたい
。

（II） 実際 の高校進学者の ため高等教育希望者 も含まれ る
。 上昇後期の 値 も同様。

（12＞ 各調 査年に お ける各階級 の分布 は 以下 に 示す通 りで ある。65年を除 い て 収入 は

　カ テ ゴ リー
か ら選択する とい う方法で 尋ね られ て お り， 特に95年調査で は収入 の

　区分が 比較的粗 い た め ， あ る カ テ ゴ リー
に集中 し て し ま うの は不可避 とな っ て い

収入 階級 65年 75年 85年 95年

IHmN 20．9％
26．7％

31．4％
21．0％

22．0％
32、5％
22．2％
23．3％

22．6％
21，6％
28．9％
26，9％

28．4％

23．3％
3L2 ％

17．1％
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　 る。

（13） 自営が
一

つ の 到達階層 で あ る と して も， 稲田 （1997）が 指摘す る よ うに 自営 へ

　の 移動が上 昇移動 とみ なせ る か ど うか は議論の 分 か れ る とこ ろで あ ろ う。

（14 本稿で は非被雇用者 を自営 とみ な して い る 。

一
般 的 に 自営業者の企業規模 は 5

　人 以下で あ る こ とが 多い が ， 本稿で は企 業規模 を考慮 してい な い 。 こ れ は， 雇用

　社会の外 で の キ ャ リア を抽出 したか っ た た めで あ る。

（15） 30代 ， 40代 とい う比 較的若 い 世代 で の 自営業者が 80年代後半以 降減少 して い る

　 こ とは玄 田 （2001）で 論 じ られ て い る 。

  　 もち ろ ん ， これ は 「40代半 ば まで は」 とい う限定が つ く。 90年代 の 不況期 に リ

　ス トラ の 対象 とな り ， 労働問題 として大 き く問題 化 された の が 中高年層の 失業だ

　 っ た こ と を考慮す る と，
こ の 世代が そ の ま ま 「上 昇」 も し くは 「相対 的 に 高い と

　 こ ろ で安定」で きた か 否か は ， 新 し い データ に よ っ て 検証 され る必 要 が あ るだ ろ

　 う。
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戦後日本にお ける高卒学歴の意味の変遷

　本稿で は， 高校 に 行 きた い と考 えなが ら， 行けなか っ た人 の 問題 は
， 高卒学歴の

意味を明確に す る上 で
， 本筋で は な い と判 断 し， 論 じて い なか っ た 。 しか しな が ら ，

こ の 点に 疑 問を持た れ る読者が い る こ と も考慮 し ， 4．2．の 分析 に 対 応 させ て ， 行 け

なか っ た 人 々 に お ける高卒学歴 の 主観 的な意味に つ い て 簡単に 確認 す る 。

　高校に 行きた い と考 えなが ら， 高校 に行 けなか っ た 人 の 割合 は ， 上昇前期 と．ヒ昇

後期で は大 き く変化 した 。 SSM75 で 見る 限 り， 上 昇前期は高校進学希望 の 約 40％の

人々 が高校 に行 けなか っ た の に対 して ， 上 昇後期 は25％強 まで 減少 した 。 た だ し
，

注 目す べ きは ， 高校進学希望者の 中で も
， 高校に行 っ た人 々 とそ うで ない 人々 で は

職業希望 が は っ き り違 うこ とで あ る 。 行 きた い と思 い なが ら， 行 っ た人 はホ ワ イ ト

カ ラ
ー

中心 の 職業希望で あ り， 行 か なか っ た／行けなか っ た 人 の 職業希望 は ブ ル ー

カ ラ ー中心で あ る 。
こ の 構図は 進学率の 上 昇過 程 に お い て

一
貫 して 変わ ら な か っ た 。

　 この 点は ， 先行研究の知見 を参照 す る こ と に よ っ て ， 「中卒は プル ーカ ラ ー
， 高卒

は ホ ワイ トカ ラー
」 とい うイ メー ジを ， 進学率上昇 の 最終段階まで 持 っ て い た こ と

の傍証 と見る こ とが で き る の で は なか ろ うか 。 天野 郁夫 らが 1983年 に高校生 を対象

と して行 っ た調査 の 報告 書 に お い て ， 自分 の行 け る 高校が 見 えて くる中学 3年生段

階で 高校卒業後の 進路 を決 めて い る こ と を岩木が 明 らか に して い る （岩木 　1988）。

こ の 調査 が行わ れ た 1983年は ， 既 に 高校進学率が飽和状態 に達 し ， 本稿 の 1．で 整

理 した よ うに ， 「（高校教育拡大以 前の ）高卒学歴 の 有無 自体が持 っ て い た差異が
，

様 々 な学科 タイプや入試難易度ラ ン クに よる差異に ， 取 っ て 替 わ っ た」後の 時代で

あ る 。 高校教育拡大後の時期に お い て
， 自分 の 行 け る高校が 見 えて くる中学 3 年生

段階に お い て高校卒業後の 進路 を決 めて い る こ と を ， それ以 前の 時期 に あ て はめて

みれ ば ， 「高校教育拡大前及び拡大途上 に お い て は ， 高校 に行 けるか ど うか の 見通 し

が 希望職業 の 見通 しに影響 を与えて お り，
SSM75 が示 す 結果 は その 反 映 と見 る こ と

が で き る 」 と言 え るの で はな か ろ うか 。

〈引用 文献 〉
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ABSTRACT

 Changes  in the Meaning  of  High  School Diplomas in Postwar

 Japan: An  Attempt  at  Basic Educational Sociological Analysis

              through a  Re-analysis of  SSM  Data

                                   KAGAWA,  Mei

(Graduate School of  Education, The University of  Tokyo)

                Email: pp37009@mail.ecc.u-tokyo.ac.jp

                                AIZAWA,  Shinichi

(Graduate School of  Education, The  University of  Tokyo)

                      Email: isaac@classic.email.ne.jp

       7-3-1 Hongo,  Bunkyo-ku,  Tokyo  113'O033, Japan

The  aim  of  this paper is to investigate when  and  how  the meaning  of  high school

diplomas changed  during the  era  of  educational  expansion  in two  senses:  (1)

subjective  and  (2) objective.  More  concretely,  it examines:  <l) how  people  recog-

nized  high school  diplomas and  (2) how  high school  diplomas functioned in the

achievernent  of  occupational  and  economic  status.  To  examine  these points, the

authors  focus on  postwar  Japan, when  the high school  enrollment  rate  rose

dramatically under  the new  educational  system.  The data used  in' the analyses

are  Social Stratification and  Social Mobility (SSM) data collected  every  ten

years  since  1955.

  Three  cohorts,  divided according  to the high school  enrollrnent  rate,  are

compared.  The  high school  enrollment  rate  is 50%  to 65%  among  the first

cohort,  66%  to 89%  for the second,  and  more  than  90%  for the third. The

enrollment  rate  increased continuously  during the first and  second  cohorts,  so

the former is named  the 
"early

 phase" and  the latter the  
"Iater

 phase."  The

enrollment  rate  reaches  a  plateau  in the third. "Desired
 educational  level" and

"desired

 occupation"  are  used  in the analysis  of  subjective  meaning,  
"Occupation

of  first job," "occupation
 of  present job," and  

"present

 personal  income" are  used

to clarify  the meaning  in an  objective  sense.

  The  analysis  of  subjective  meaning  reveals  the following. As  the high school
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enrollment  rate  increased dramatically, the desired level of  education  rose  with

it. More  people  wanted  to go  on  to higher level of  education:  high school  and

higher education.  But the desired occupation  of  people  who  wanted  to go  to high

school  was  almost  the same  for the early  phase and  later phase cohorts,

However,  the  actual  first jobs of  high school  graduates in the  two  cohorts  were

very  different. Fewer  people  obtained  white-collar  jobs and  more  entered  into

blue-collar jobs in the latter cohort.

  Comparing  present  jeb and  present  personal  income  for each  of  the four data

sebs  since  1965, the  three cohorts  can  be  characterized  as  follows. In the early

phase, a relatively  large number  of  peeple acquired  white-collar  jobs at  an  early

stage  of  their occupational  careers,  and  a  substantive  ratio  maintained  these jobs

to 1995. In addition,  personal  income  increased steadily  as  people  of  this cohort

became older.  On  the other  hand, a  large number  of  people in the later phase

cohort  started  working  in blue-collar jobs. But  as  they  got older,  they  seemed  to

move  into different types  of  jobs. The  personal  income  of  this cohort  increased

dramatically in 1995. Therefore, it can  be said  that this cohort  
"caught

 up."  For

the last cohort,  however, there seemed  te be little chance  of  upward  mobility  in

either  occupational  or  econornic  status.

  In sum,  if only  the function of  high school  diplomas is considered,  the meaning

of  high scheol  diplomas changed  between  the early  and  later phase. But if the

"catching-up"
 of  members  of  the Iater phase  and  the subjective  meaning  of  high

school  diplomas is taken into account,  there is little difference in how  people

recognize  and  value  high school  diplomas between  first two  cDhorts,  Therefore,

a distinctive line can  be drawn  between  the later phase  and  the next  cohort  (i. e,,

the plateau), when  the premium  of  being a  high school  graduate diminished.
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